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各 位 
  株式会社 北陸銀行 

 ほくほくフィナンシャルグループの北陸銀行（頭取 中澤 宏）は、法人のお客さまの    

ＳＤＧｓへの取り組みをサポートするため「＜ほくぎん＞ＳＤＧｓ評価サービス」を取り扱いし

ております。 

今般、株式会社大橋洋食器（本社：新潟県新潟市、代表取締役 大橋 恵津子）が本サービスを

通じてＳＤＧｓ宣言を策定されましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

当行は、地域のお客さまとともに、持続可能な社会の実現に向けて取り組んでまいります。 

 

記 

１．会社概要 

 

２．今回策定したＳＤＧｓ宣言について 

  次頁をご覧ください。 

３．該当するＳＤＧｓの目標 

   

 

 

 

 
 

以 上 

 

企業名 株式会社大橋洋食器 

所在地 新潟県新潟市中央区本町通８番町 1352 

代表者 代表取締役 大橋 恵津子 

事業内容 テーブルウェアやキッチン用品の企画・開発・販売・卸売業 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 
北陸銀行 営業企画部 プロセスサポートグループ TEL(076)423-7111 

株式会社大橋洋食器の「ＳＤＧｓ宣言」策定を支援しました！ 

SDGsは Sustainable Development Goals の略称で、2015 年に国連

で採択された 2030 年までに達成すべき 17 の目標と 169 の具体的な

ターゲットを定めた「持続可能な開発目標」です。 
ほくほくフィナンシャルグループは、2019 年 4 月に「SDGs 宣言」

を表明しました。 



＜主な取組み＞ ＜主な取組み＞

＜主な取組み＞ ＜主な取組み＞

・女性を重要ポストに積極登用し、女性が活躍できる職場づくり ・出店等、地域と共生した事業の推進

・新潟大学と共同研究契約の締結（地域の学生との共同研究の実施）

・商品の修理や金継ぎ、リメイク等のサービスを通じ付加価値を提供し、

・商品を長く使い続けられる仕組みを構築する

・省エネへの取組みやバイオマス素材の積極使用により、環境に優しい

・関わる全ての方々にとって公平でプラスとなる行動を指針とする

・地元企業への積極発注、地元人材の積極採用、地域イベントへの

・推進することで『循環型のモノづくり』の実現を目指す

・食品廃棄物を使った食器を開発/販売し、飲食店等での利用を

・地域社会の発展に寄与する ・事業を行う

人権・働きがい 地域・社会貢献
私たちは仕事を通じて関わる全ての方々に、公平でプ

ラスとなる行動を指針とします。また、全社員が平等で

心身ともに充実して仕事ができる環境を整備し、関わ

る全ての方々へ公平にバリューを提供できる事業を展

開します。

地域に根付いた誇るべき技術や文化。私たちは、その

ような地域のモノづくり技術や文化を、器を通して多く

の人に発信し、地場産業の未来へつなげます。

・地場産業や地域資源を活用した商品開発の推進・社員のスキル向上につながる研修の受講や資格取得の支援

ＳＤＧｓとは
●Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略称で、国連の全会一致で

　採択された2030年までに達成すべき１７の目標と１６９のターゲットで構成されます。

●誰一人取り残さないという理念のもと、政府や企業、市民などすべての人が関わり、

　気候変動や経済成長、人権や働きがいなど、幅広く社会課題の解決を目指しています。

・働き方の推奨

・在宅勤務やフレックス勤務制度等、個人の事情に合わせた自由な

・社会的な課題に対してアプローチできる商品サービスを提供し、

「100年企業」として培ってきた信頼と専門性を基盤

に、次のステージへ進むために持続可能なビジネスモデ

ルを構築し、「200年にわたってテーブルに輝きを灯し

続ける企業」を目指します。

限りある地球資源を守るため、「つくる責任、つかう責

任」の目標を遵守します。作った商品に対し、修理やリ

メイクなどの付加価値を付与できるサービスを提供し、

廃棄物の削減や資源の再利用を促進します。

・食品廃棄物や生ごみの排出を減らし、CO2排出量削減を図る

・企業を目指す

・法令順守と品質管理の徹底により、200年に渡り信頼され続ける

・事業活動継続のためBCP策定と持続可能なビジネスモデルの構築

・再利用を推進する

・「食品廃棄物を利用したモノづくり」を通じ廃棄物の削減や資源の
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株式会社大橋洋食器
ＳＤＧｓ宣言

当社は国連が提唱する『持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）』に賛同し、

事業活動を通じて持続可能な社会の実現に貢献してまいります。


